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はじめに 

 

○ 前期（第 20 期）の社会福祉審議会では、地域包括ケアを支える「人材」

の在り方と役割、新たな仕組み等について、現場の実態や既存の先進的な取

組、東京の大都市特性や地域の多様性も踏まえ、幅広に検討し、意見具申を

行った。 

 

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けての種々の取組の担い手となる知識・

経験・技能を有する多様な「人材」への期待が高まっており、「人材」不足

の問題が深刻化している中で、「人材」の育成、確保、定着に向けて適切な

対策を講じることが急務となっている。 

 

○ 東京では、主に高齢者支援の分野において、地域包括ケアシステムの推進

と深化が各地域で進められており、障害者支援、子供・子育て支援、生活困

窮者支援などのそれぞれの分野でも、ニーズに応じたサービスや、地域での

支え合いなどの包括的な支援の仕組みの整備が進んでいる。 

 

○ しかし、人口構造・社会構造の急速な変化に伴い、都民が生活していく中

で抱える課題は複雑化・複合化しており、明確な基準に基づき対象者を選定

し、分野ごとにきめ細かく構築された福祉サービスの枠では十分な対応が困

難になってきている。こうした状況への対応として、分野横断的な取組が広

がっており、福祉の領域と関連領域とのつながりは強まっている。 

 

○ 今期の社会福祉審議会では、国際化、情報化などの社会変化が加速し、人

口・社会構造が大きく変化する 2025 年以降の将来を見据え、東京が、誰

もが、人生を終えるまで尊厳を保持して安心して暮らし続けることができる

都市であるための福祉施策のあり方について、検討分科会を設置し、未来志

向で議論を進めてきた。分科会では、範囲の広い検討テーマについて、委員

から発表いただくとともに、前提に捉われない議論を行った。 

 

 

 

 



2 

 

○ また、本年度は、広域で相次ぐ台風災害に見舞われた年度となった。東京

においても、人的被害だけでなく、大規模な建物浸水、多摩地域における道

路の崩落や地区の孤立等の甚大な被害が発生した。また、ライフラインが寸

断された際の現代社会の脆弱性も浮き彫りになり、多くの都民が脅威を感じ

ることとなった。 

 

○ こうした都内での台風災害の発生を受け、福祉分野から見た災害への備

えについても急きょ検討することとした。 

 

○ 意見具申の取りまとめにおいては、「これまで前提とされてきたものが

揺らいできている」、「今までの延長上の手法では対応困難な事象が発生

してきている」、それにもかかわらず「行政の組織や職員の意識はいまだ

に縦割りである」という認識が議論の基調となった。以下、都における今

後の福祉施策のあり方を考えるに当たっての課題や方向性等について、述

べていくこととする。 
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１ 2040 年までに見込まれる社会の変化 

・ 将来を見据えた福祉施策のあり方の検討に当たっては、現在から将来にか

けてどのような変化が生じ、それに伴ってどのような課題が生じるか明らか

にした上で、全国と比較した場合の東京の特徴も考慮し、他自治体や諸外国

の取組も参考としながら、何ができるのかを考えていくことが重要である。 

 

・ 東京の地域性は多様であり、区市町村域や日常生活圏域といった地域別や、

属性や年齢といった階層別にデータをより細かく分析することで、東京のど

の部分にどのような課題が特徴的に表れてくるか明らかにすることが可能

となる。 

 

・ また、IoT、ロボット、AI、ビッグデータ等の活用により社会的課題を解

決する新たな社会（Society 5.0）の到来が見込まれており、福祉施策を考

える上でも、最新の技術の活用可能性を探っていき、実装し、活用できるよ

うにすることが重要となる。 

 

（人口の減少） 

・ 東京の人口は、2025 年の約 1,417 万人をピークに減少に転じ、2040

年には約 1,360 万人まで減少すると予測されている【図１】。区部では

2030 年、多摩・島しょ部では 2020 年がピークとなる。 

 

【図１】東京都年齢階級別人口の推移 

 
資料：東京都政策企画局「2060 年までの東京の人口・世帯数予測について」（2019 年 4月） 
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・ 区部の中でも 2040 年にかけて大幅な人口増が続くことが見込まれる都

心部の区と、2020 年をピークに人口が減少していくことが見込まれる区

がある【図２】。このように、今まで以上に地域間の人口の状況に大きな差

が出てくることに留意する必要がある。 

 

【図２】2015～2040 年の人口推移（人口増減幅の大きい各３区） 

 
（注）2015 年を 100 とした場合の指数 

資料：東京都総務局「東京都世帯数の予測」（2019 年 3 月）を基に作成 

 

（高齢化） 

・ 2040 年の東京の人口は、2015 年とほぼ同水準であるが、その年代構

成は大きく異なる。すなわち、年少人口・生産年齢人口は約 60 万人少なく、

高齢者は約 70 万人多い。高齢化率は、2040 年には 27.8％と、2015 年

から約 5%上昇する。 

 

 ・ 高齢化の進展に伴い、介護を必要とする高齢者は増加する。2016 年に

は約 57 万人であった要介護認定者は、2025 年には約 75 万人に増加す

る。また、約 41 万人であった認知症高齢者は約 56 万人に増加する1。 

 

・ 2040 年には、団塊ジュニア世代が高齢者となり、就職氷河期世代の一

部も高齢者となる。高齢者の約 30%は一人暮らしとなり、全世帯の半数以

上、高齢者世帯の 45%が一人暮らし世帯となるなど、世帯の単身化が進む

【図３】。 

                                                   
1 都内で要介護（要支援）認定を受けている高齢者のうち、何らかの認知症の症状を有す

る人（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅰ以上）の数（資料：東京都福祉保健局「平成 28

年度認知症高齢者数等の分布調査」） 
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【図３】東京都の高齢単独世帯数の推移 

 

資料：東京都政策企画局「2060 年までの東京の人口・世帯数予測について」（2019 年 4 月）を基に作

成 
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・ 東京の合計特殊出生率は、2000 年代に 1.00 まで低下した後、回復傾

向にあり、2018 年には 1.20（概数）となっている。しかし、出生率が上

昇したとしても、子供を産む若年世代の人口が大幅に減少していくことから、

出生数は長期にわたり減少していく。 

 

・ 死亡数の増加に伴い、死亡数から出生数を引いた人口の自然減の幅が拡大

していき、2035 年から 2040 年の 5 年間では、約 32 万人の自然減とな

る。一方、東京への人口流入による社会増は続く。全国的な人口減少等によ

り、次第にその規模は小さくなるが、2035 年から 2040 年の 5 年間でも

なお約 13 万人の社会増が見込まれる【図４】。 
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【図４】東京都の要因別人口増減の推移 

 

資料：東京都政策企画局「2060 年までの東京の人口・世帯数予測について」（2019 年 4月） 

 

（外国人の増加） 

・ 東京の外国人は、2018 年末時点で約 57 万人と、2015 年末からの 3

年間でも 10 万人以上増加しており、国籍の多様化も進んでいる。また、全

国の外国人の約 2 割が東京に集中している。新たな在留資格の創設等によ

り、今後、東京で暮らす外国人は、更に増加することが見込まれる。現在の

ペースで増加が続いた場合、2040 年には約 125 万人に達すると推計され

ている【図５】。 

 

【図５】東京都の外国人人口の推移 

 
資料：[2014 年～2018 年]法務省「平成 30年末現在における在留外国人数について」 

[2040 年]東京都政策企画局「「未来の東京」戦略ビジョン」（2019 年 12 月） 
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２ 前期意見具申後の都の取組 

・ 都は、2018 年に福祉分野の主要な計画を策定・改定し、それらに基づい

て施策を推進している。 

 

・ 高齢者分野では、第 7 期東京都高齢者保健福祉計画を策定し、医療や介

護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、地域

包括ケアシステムの構築を推進している。 

 

・ 障害者分野では、東京都障害者・障害児施策推進計画を策定し、障害のあ

る人もない人も、社会の一員として、お互いに尊重し、支え合いながら、地

域の中で共に生活する社会の実現を目指し、施策を総合的に推進している。

また、社会全体で障害者への理解を深め、差別を無くす取組を一層推進する

ため、「東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例」を制

定し、2018 年 10 月に施行した。 

 

・ 子供・子育て分野では、2018 年に東京都子供・子育て支援総合計画の中

間見直しを行い、待機児童解消に向けた取組や児童虐待防止などの施策を総

合的に推進している。また、社会全体で子供を虐待から守るため、「東京都

子供への虐待の防止等に関する条例」を制定し、2019 年 4 月に施行した。 

 

・ 地域福祉分野では、新たに東京都地域福祉支援計画を策定し、包括的な支

援体制の構築など、分野横断的な福祉施策の展開を加速している。 

 

・ また、都全体としては、2016 年、「2020 年に向けた実行プラン」を策

定し、「セーフ シティ」「ダイバーシティ」「スマート シティ」の 3 つの

シティの実現に向けた取組を提示した。 

 

・ 昨年 12 月には、「「未来の東京」戦略ビジョン」を策定した。目指す 2040

年代の姿を念頭に、20 の戦略を示しており、政策面からの視点である３C

（Community、Children、Chōju）を、戦略の核に据えている。今後、成

長と成熟とが両立する東京の明るい未来を示すため、2040 年代を見据え

た「長期戦略」を策定予定である。 
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３ 福祉分野において発生する課題とその背景、対応の方向性 

（社会福祉と福祉） 

・ 本審議会は、「社会福祉に関する事項を調査・審議すること2」を目的に

設置されている。「社会福祉」という用語には、社会福祉法3（旧称：社会

福祉事業法）に規定される社会福祉事業のイメージが強い。 

 

・ 1951 年に成立した社会福祉事業法の目的は、「社会福祉事業の全分野

における共通的基本事項を定め、（中略）社会福祉事業が公明且つ適正に行

われることを確保し、もつて社会福祉の増進に資すること4」であった。か

つて民間の篤志家や慈善事業家が自発的に取り組んでいた時代には、対象

者の区分という前提はなかったが、同法では、公金を支出する対象として

の社会福祉事業を制限列挙しており、その事業対象者も明確に区分される

こととなった。 

 

・ 2000 年改正の社会福祉法（社会福祉事業法から改称）では、法の目的

は、「社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め、

（中略）福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域における社会福祉

（以下「地域福祉」という。）の推進を図るとともに、社会福祉事業の公明

かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図

り、もつて社会福祉の増進に資すること5」とされた。 

 

・ これは、「社会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保」が主たる目的であ

った社会福祉事業法から、「地域における社会福祉の推進を図るもの」へと

時代の要請に応じた内容に進化したものと言える。しかし、社会福祉事業

は、事業の対象としての利用者を特定するため、対象区分を設ける必要が

ある。 

 

・ さらに、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改

正する法律6」により 2017 年に改正された社会福祉法では、地域福祉推

進の理念や、区市町村による包括的な支援体制の整備、地域福祉計画の充

実等が図られた。 

                                                   
2 東京都社会福祉審議会条例（平成 12年条例第 32号）第 1条 
3 昭和 26年法律第 45号 
4 社会福祉事業法第 1条 
5 社会福祉法第 1条 
6 平成 29年法律第 52号 



9 

 

・ 地域生活には、住まい、保健医療、就労、教育など分野や世代を超えた様々

な課題があり、社会福祉事業のような対象区分の考え方だけでは対応が難し

い。本意見具申では、そうした広範な課題を踏まえて、「都民の誰もが尊厳

を持って安心して暮らし続け、社会参加できるように支援すること」を「福

祉」と定義し、使用することとする。 

 

（１）今後の福祉施策を考える上で必要な視点 

・ １で示された 2040 年までの社会の変化を踏まえると、次のような課題

が先鋭的に現れることが予測される。 

 

  近代家族の形成と経済的安定性といった前提の揺らぎ 

・ 日本の社会保障制度が前提としてきた、家族がともに暮らしている、

多くの人が結婚する、望めば正社員になれる、経済が成長し財政が安

定しているといった条件が揺らいでいる。 

 

・ 仕事や家族のあり方の根本的な変化に従来の制度が対応できておら

ず、ひとり暮らしの人や未婚の人、社会的に排除される人、生活が困

難な人などが増加している。 

  

・ 家族が社会の最小単位であることには変わりはなく、個人にとって

重要な拠り所であることには変わりはない。しかし、家族に関する意

識や価値観及びその形態が多様化しており、かつての前提条件を取り

戻すことは現実的ではない。 

 

  従来の社会保障システムでは対応できない課題の発生 

・ 都内では、高齢者の単身世帯の割合が増加することが見込まれてお

り、高齢者が一人で暮らすことが当たり前になる。地域でのつながり

の中心となっている地縁関係の活動は、担い手の高齢化に伴い、地域

の支え合いの基盤としての機能が維持できなくなってくる。 

 

・ 現在、8050 問題7、引きこもりなどの課題が顕在化し、対策が議論

されているが、今後、高齢化の進行に伴い、問題が更に拡大していく

ことが懸念される。 

                                                   
7 80歳代の高齢の親と、働いていない独身の 50歳代の子とが同居している世帯に生じる

社会的孤立等の問題 



10 

 

・ また、個人金融資産残高が多い東京などの都市圏においては、資産

を活用しながら地域での生活を継続するための財産管理などの適切

な支援体制の構築が課題となる。 

 

・ これらの課題は、これまでの世代や社会が経験してこなかったもの

であり、解決のモデルが存在しない。そのため、従来の社会保障シス

テムのみで対応することは困難である。 

 

  地域の活動の担い手、福祉の専門人材の不足 

・ 2040 年には、全就業者の 2 割程度が医療介護分野で働かないと

現場が回らないとも言われている8が、他産業でも人材が必要であるこ

とを考えると、その実現は難しい。 

 

・ 介護労働実態調査9で、2013 年度と 2018 年度の介護労働者の平

均年齢の変化を見ると、全介護労働者は 45.6 歳から 47.7 歳に、訪

問介護員は 51.9 歳から 54.3 歳に上昇している【図６】。また、一般

的な定年年齢である 60 歳以上の職員の割合は、前者は 17.0％から

21.6％に、後者は 31.6％から 39.2％に上昇しており、職員の高齢

化が進行している。この傾向が続いた場合、まず、訪問介護において、

人材不足が顕著になることが懸念される。 

 

【図６】全介護労働者と訪問介護員の平均年齢の推移 

 

資料：公益財団法人介護労働安定センター「介護労働実態調査」 

                                                   
8 内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」

（2018年 5月） 
9 公益財団法人介護労働安定センターが実施 
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・ 東京の場合、人口が流入していても、多様な職種があって働く選択

肢が広く、職種間の競争が激しいため、福祉人材の確保は容易ではな

い。 

 

・ ボランティア活動についても、高齢者や主婦は就労に向かい、学生

もアルバイトに多くの時間を割くようになってきている。それぞれが

活動への関心は高くても、経済的な状況なども制約となって、従来か

ら活動の中心を担ってきたこうした層の拡大を期待することは難し

い状況にある。その一方で、災害等を契機に、多くの人が休日返上で

被災地の支援活動に参加するなど、意識の高まりや新たな層の活動の

広がりも見られる。 

 

（２）中長期的な都の福祉施策のあり方 

（福祉施策の構築に当たって） 

・ 福祉施策の構築に当たっては、従来の制度・運用では対応できない新たな

課題が押し寄せる中、限られた財源や資源で、これから発生する膨大な行政

需要にどう対応するかという議論が必要である。 

 

・ 新たな課題に対応する施策を考えるためには、社会構造の変化や人々の社

会認識の変化を意識し、従来の前提に捉われない大きな視点を示した上で、

支援モデルや、それを実現するために必要なことは何かといった、総合的な

視点から検討することが必要である。 

 

・ 福祉施策として実施すべき範囲が拡大する中、都は、構想力や発信力を発

揮しながら、福祉の概念の再整理や、健康づくり、介護、自立支援、社会参

加等の施策や支援の統合・調整を行い、各施策を時代に即した新たな段階へ

と押し上げ、積極的な展開を図ることが求められる。 

 

・ 課題対応型の政策は当然重要であるが、場当たり的になる面もある。法定

業務には政策実装が強力に進むという強みがあるが、機動性が発揮しにくい

面がある。行政の政策と、企業や NPO、大学等民間部門と連携した機動的・

積極的な取組を組み合わせた政策を展開していくことが重要である。 
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・ 同じ目的の施策を別々の軸でばらばらと打ち出すのではなく、様々な事業

を目的を持ってスクラップアンドビルドして整理し、必要な機能をつくり出

していくという方向性が必要である。組織の面では、特定の目的の下に既存

の事務分掌に縛られない時限的なチームを編成したり、民間を加えた事業体

を設立するなど、先取的な施策を柔軟に展開できる体制を整備することも有

効である。 

 

・ 基金の活用や包括的な補助など、会計年度や細かい使途に縛られず、現場

において様々な工夫が生まれるようなお金の出し方や、事業目的を示した上

で広く資金を募るなど需給が結び付いた新たな資金調達方法の工夫も有効

である。 

 

・ 機能的・積極的な政策を打ち出すためには、机上のみで考えるのではなく、

フィールドワーク型で施策立案に携わるなど、自治体職員の意識変革も重要

である。 

 

（福祉分野におけるデータの利活用） 

・ 国においては、医療・介護データ等について積極的な利活用の方向性が示

され、様々な場で議論が行われている。介護分野では、個人の介護に関する

情報を用いて分析可能とし、科学的に自立支援等の効果が裏付けられたサー

ビス提供に結びつけることを目指している。また、各種データベースで保有

する健康・医療・介護の情報を連結し、個人の保健医療の履歴をビッグデー

タとして分析可能な環境を提供し、医療・介護の提供体制の研究等における

活用も検討されている。 

 

・ 都では、昨年 12 月に策定した「「未来の東京」戦略ビジョン」において、

あらゆる産業や生活の場面で、データや最先端技術を駆使した質の高いサー

ビスが提供される、東京版 Society5.010「スマート東京」を実現するため

の取組を展開することとしている。 

 

 

 

 

 

                                                   
10 Society5.0：仮想空間と現実空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会

的課題の解決を両立する、人間中心の社会 
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・ Society5.0 の実現に向けて個人情報の活用が注目されており、国におい

て、事業者がサービスを通じて集積した個人情報を、本人の意思で取り戻し

たり、他の事業者に移行させる権利であるデータポータビリティ権に関する

検討が進められている。国の調査では、当該権利についてヘルスケアの分野

での必要性を感じている方が多いという結果も出ており11、ICT 活用等が進

む中で、個人情報を多く扱う福祉分野での個人情報の適正な利活用について

特に留意していく必要がある。 

 

・ 福祉分野で個人情報の活用を進めていくには、その前提として、そもそも

情報の管理を誰が行うのか、誰もが利用できるようにするためのデータの標

準化をどのように実現していくのか等の課題を国レベルで解決していく必

要がある。都内の自治体は、個人情報の収集、利活用等に係るルールを関係

者と十分に協議した上で定め、福祉事業者や民間企業とも連携し、センサー

やウェアラブルデバイス12等の ICT 機器を活用した見守り、得られたデー

タに基づく介護予防の取組、家族の介護への支援など、地域での安心した生

活の継続に向けた施策への活用を積極的に検討することが求められる。 

 

（３）東京の特性を踏まえた福祉施策のあり方 

 ・ あらゆる人が孤立せず共生できる社会をつくっていくため、他の地域より

住民の多様性が大きい東京だからこそ、それを強みとした様々なアイデア

に基づく革新的な施策を打ち出すことが可能と考えられる。 

 

・ 福祉施策を推進するためには、住民活動への意識や参加頻度、専門職の配

置の有無等の社会資源の状況など、地域によって状況が異なることに留意す

ることが必要である。 

 

・ また、資源について各地域に同じように配分して均質化するのがよいか、

課題が深刻に表れている地域に重点化するのがよいかという議論が必要で

ある。 

 

・ 一元的な社会モデルを示すのではなく、人々の多様な生き方や考え方を尊

重した、自ら選択できるモデルを示すことが、人権の尊重や、あらゆる人の

包摂につながる。 

                                                   
11 2017年 11月 株式会社富士通総研調べ（経済産業省から委託） 
12 リストバンド型（スマートウォッチ）など、身体に装着して利用する端末。装着者の健

康状態や環境、位置等に関する様々なデータを把握することができる。 
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（４）福祉の担い手とその役割及び連携 

（地域住民による活動） 

・ 一人ひとりが地域の課題に対し当事者性を持ち、リーダーシップを発揮

できる組織を地域の中につくり、当事者性を中心とした活動の広がりをつ

くっていくことが重要である。 

 

・ 助け合いや支え合いの活動が従来の担い手のみに依存するようなもので

は、担い手が固定化され、負担を感じていても責任感から辞めるに辞めら

れなくなっているといった、いわゆる「やりがい搾取」や、担い手がその

まま高齢化することにより継続が困難となることが危惧される。 

 

・ 専門職と住民が協働した地域の支え合いの仕組みが求められているが、

専門職からの支援があったとしても、住民が活動の目的や内容を理解し、

自ら組織的に活動できるようになるには相応の時間が必要である。そのた

め、専門職のために住民が動員されることにならないよう注意する必要が

ある。 

 

・ 住民の当事者性が十分でない場合、予算の制約等で専門職による支援が

なくなったときに住民活動の継続が危機に陥ることになることにも留意が

必要である。 

 

（専門職等の地域への参画とコーディネート） 

・ 支えられていた人が支える側に回るという循環型の担い手の形も重要

である。近年、課題解決に当たって、関係者と対話を行いながら関係性を

引き出し、合意を形成していくファシリテーションの手法が注目されてい

る。専門職は、個人を尊重しながらその人が持っているものを引き出すな

ど、こうした手法も取り入れてコーディネートすることが必要になる。 

 

・ 福祉分野に限らず、様々な分野の専門職が高齢等により退職した際に、

その知識や技術を活かして社会の中で活躍できるようにすることが重要

である。企業が多く存在する東京では、定年年齢の引上げなどにより、地

域と企業とで人材の取り合いとなる懸念もあるが、個人にも地域にも企業

にもメリットのある新しい働き方の可能性を追求していくことが重要で

ある。 
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・ 身近な場所に相談できる居場所があること、そこに住民とのパートナー

シップを築いた上で支援できる人がいることが重要である。これまでの支

援や専門職の教育のあり方を改めて考え直していくことが必要である。  
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４ 施策構築に当たって踏まえるべき論点 

（１）インクルーシブ（包摂的）な社会環境の実現 

（あらゆる人の包摂） 

・ 子供、高齢者、障害者、外国人など、対象者別に見るのではなく、多様

な特性を持ったあらゆる人たちが、互いに相手を尊重しながら、生を受け

てから終えるまで、望む暮らし方を自律的に選び、つながり、安心して暮

らし、社会参加し、活躍することができるインクルーシブな社会環境を実

現することが重要である。 

 

（当事者性の認識と発揮） 

・ 誰もが加齢や病気、障害等によって人権が侵害されやすい状況を経験す

る可能性があることを認識・共感し、自分ごととして捉えることで、当事

者意識を高め、当事者参加を進めるといった、いわゆる当事者性を高めて

いくことが必要である。人権と当事者性は深く関係した概念であり、それ

らを保障することがインクルーシブな社会環境を実現するための条件で

ある。そのような意識を持ち、人権を尊重できるよう、幼少期からの地域

での取組や学校教育を含めた人材の育成に取り組むことが重要である。 

 

・ 外国人や障害者、認知症の人など、これまで福祉施策の担い手として参

加する機会が少なかった人たちも担い手として参加できるようにするこ

とが必要である。ピアサポートなど、自らの経験を生かす形で担える支援

もある。誰もが参加できる全員参加型の福祉という視点も必要である。 

 

・ 自分たちの利益を中心とした限られた範囲での活動が、次第に対象を広

げ、多様な支援を行うように発展していくということも、当事者性を発揮

しながら、多様性を尊重することにつながっていく可能性がある。 

 

（２）地域生活課題への対応 

（複合的な課題への対応） 

・ 2017 年に改正された社会福祉法では、福祉サービスを必要とする地域

住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される

上での各般の課題を、「地域生活課題」と規定し、地域住民等は、地域住

民及びその世帯が抱える地域生活課題を把握し、支援関係機関との連携等

により解決を図るよう留意するものとされている。 
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・ 8050 問題、ダブルケア、引きこもりなど、従来は家族や近隣の人のつ

ながりの中で解決され、課題として認識されてこなかったような課題が、

社会構造や家族の変化に伴い社会問題化してきている。引きこもりの子供

がどこに相談したらよいか分からずに親に十分な介護を受けさせること

ができなかったり、収入が低く蓄えがないまま親と同居している子供が親

の死後に生活が困難になったりするなど、必要な資源や支援につながらな

い問題が、今後更に深刻化する懸念がある。こうした複合的な課題も、「地

域生活課題」と位置付けられる。 

 

・ 外国人材の受入れ拡大などを背景に、今後、地域、学校、職場などの  

様々な場で、社会の一員としての外国人といかに共生を図っていくかとい

うことも新たな課題である。学校に通っていない子供や、福祉や生活に関

する情報へのアクセスが困難といった問題が、今後深刻な状況を生む懸念

があり、インクルーシブな社会環境をつくっていく上での課題になること

も想定される。 

 

・ 福祉施策による課題対応のアプローチには、自助や互助では対応できな

い、リスクが顕在化して介入の必要性が高い人に対し、公助として専門職

が福祉サービスを個別に提供するアプローチと、予防的な観点を重視して

対象者や支援の提供者を幅広く捉え、必ずしも対象者を限定せずに集合的

に働きかけを行うアプローチの 2 つの考え方がある。 

 

・ この考え方は、疾病予防や公衆衛生の分野におけるハイリスクアプロー

チとポピュレーションアプローチ、地域福祉の分野における個別支援と地

域支援の考え方と通じるものである【図７】。 

 

・ 従来の福祉施策は、支援の必要な人を特定し、その対象者への手厚い支

援により対応しようとする前者のアプローチを中心としてきた。福祉施策

として実施すべき範囲の拡大や、複合的な課題の顕在化を踏まえると、今

後は、後者のアプローチの考え方も重視し、福祉の傘を広げ、二段構えで

取り組むことが重要である。 

 

・ 住民を広く対象に、情報提供や普及啓発などを行うほか、現に課題を抱

える人だけでなくそのおそれのある人も含め、個別ニーズから地域の関係

づくりまで幅広く支援することで、複雑な課題への対応や、取りこぼさな

い支援へとつながることが期待される。その場合、専門職によるコーディ

ネートが重要である。 
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【図７】課題対応のアプローチ 
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圏域内の全

住民） 

潜在的 集合的に一

律の内容で

提供。公助

や福祉サー

ビスとして

意識されな

い。 

低い 広い ポピュレ

ーション

アプロー

チ、地域支

援 

※ 実際のアプローチは相互に連動 

 

・ また、家族関係に起因するものなど、外部から見えにくい複雑な課題を

抱えて社会とのつながりが失われているような場合、つながりを構築する

には、まず当事者との信頼関係の形成が必要であり、専門職が連携して関

わることが一層重要となる。 

 

・ 国や地方自治体には、包括的な相談体制を整備するため、各分野の相談

窓口を一本化したワンストップの拠点を整備しようという動きや、地域

包括支援センターや子供家庭支援センターなど既存の相談窓口の対象者

を拡大しようという動きもある。しかし、そうした拠点を整備しただけで、

全ての相談を受け止められるようになるわけではない。 

 

 

 

中間領域 
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・ 対応できる人材も限られる中、全ての地域で機能できるようにしていく

ことは現実的ではない。まずは住民に身近な地域で課題に気付き、それを

しっかり受け止め、確実に必要な機関につなげていく仕組みづくりが有効

である。誰でも気軽に立ち寄り、些細なことでも相談できるよう工夫をす

ることも必要である。その際、複合的な課題を抱える生活困窮者を幅広く

受け止め、包括的な相談支援を行う自立相談支援事業の取組をベースに、

地域での仕組みづくりを進めていくことも一つの手法として考えられる。 

 

（認知症とともに暮らせる社会の実現） 

・ 認知症の状態にある高齢者も、複合的な地域生活課題を抱えていること

が多い。認知症の有病率は年齢とともに上昇し、85 歳以上の年齢階級で

は 40～80％に上る【図８】。平均寿命の延伸に伴い、認知症とともに超

高齢期を生きることは当たり前のことになりつつある。しかし、現在の社

会には構造的に認知症の人の基本的人権が侵害されるリスクがあるため、

困難に直面することになる。 

 

【図８】高齢者における認知症の年齢階級別有病率 

 
資料：朝田隆「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」（平成 24年度厚生労

働科学研究費補助金認知症対策総合研究事業（研究代表者朝田隆）報告書）より作成 

 

・ 複合的な支援ニーズを抱えながら、必要な情報や社会支援にアクセスで

きていない認知症の状態にある高齢者が相当数いると思われる。特に、社

会参加や日常生活支援といった生活支援の不足が問題である。本人の視点

に立って生活の継続に必要な社会支援を統合的にコーディネートする仕

組みと、必要な社会支援の利用・提供を可能とする地域社会の構造をネッ

トワーキングする仕組みが必要である。 
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・ 地域包括支援センターは、専門職が配置された高齢者等の相談支援の拠

点であり、都も機能強化を支援しているが、相談件数の増加や 2015 年

に介護保険法13に位置付けられた地域ケア会議の運営等による業務量の

増大への対応に追われている状況が見られる。 

 

・ ネットワーキングを効果的に行うためには、具体的な課題や相談に対応

する地域包括支援センターとは別に地域に拠点を設け、そこに、居場所、

相談への応需、差別・偏見の解消と社会参加の促進、人材育成、連携推進

等の機能を持たせることが重要である。 

   

・ 一人暮らしの認知症高齢者が一度入院すると、退院後に自宅に戻ること

が難しい場合が多い。在宅で最期まで看取れる体制や、生活支援がある施

設・住まいの確保を考えることが重要である。 

 

・ また、都は、認知症に関する各種のデータを統合化し、診断等への活用

に向けた必要な体制整備を進めていくことも重要である。 

  

・ イギリスの認知症施策は、「living well with dementia（認知症ととも

に生きる）」という考え方に貫かれている。これは、認知症の人とそうで

ない人を分けて考えるのではなく、国民全員が、当事者性を持って認知症

と共に生きていくという社会の姿勢を問うものであると同時に、認知症の

人と家族が認知症を受け入れて生きていくという、本人や家族の思いを主

体とする考え方でもある。 

 

・ イギリスではまた、英国アルツハイマー協会と金融機関が連携した「認

知症にやさしい金融サービス憲章」14の制定や、研究機関による認知症に

やさしいデザインに関する認証15が行われている。 

 

・ 認知症施策に限らず、福祉施策を構築するに当たっては、社会がどうあ

るべきか、全ての人がどのように生きていくべきかといった視点を踏まえ

て検討していく必要がある。 

   

                                                   
13 平成 9年法律第 123号 
14 Alzheimer’s Society「Dementia-friendly Financial Services Charter」（2013） 
15 スターリング大学認知症サービス開発センターによる「認知症にやさしいデザインに関

する認証制度」 
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認知症とともに暮らせる社会の実現を目指す団地の拠点 

高島平ココからステーション（板橋区） 
 

【ポイント】 

（場所）団地の空き店舗を活用した常設の拠点 

（運営）保健師、精神保健福祉士等の専門職と非専門職の多職種協働で運営 

（活動）用事がなくても気軽に入れる雰囲気の居場所としている。 

イベントは月 1～2 回にとどめ、ゆっくりくつろげることを重視 

 

◇ 5 つの機能を持った拠点 
 ○ 1972 年に入居が始まった高島平団地は、賃貸と分譲を合わせて１万戸

を超えるマンモス団地として有名です。造成から 50 年近くが経った今、団

地がある地区の高齢化率は4割を超えています（2016年7月1日現在）。 

 ○ 2016 年、東京都から委託を受けて認知症とともに暮らせる社会に向け

た地域ケアモデルの調査研究を開始した東京都健康長寿医療センターは、

空き店舗となっていた 1 階のスペースを UR から借り受け、様々な機能を

持った拠点として、高島平ココからステーションを開設しました。 

 ○ 現在も調査研究は継続しており、週 3～4 日開室しています。開室日に

は、保健師、精神保健福祉士等の専門職や研究者など、3～4 人のスタッフ

が常駐しています。 

 

◇ 居場所としての機能 
 ○ 居場所として機能するためには、

毎日でなくても定期的に開室してい

ることが重要です。 

○ 開室時には、用事や相談がなくて

も、誰でも気軽に入ることができま

す。広く取られたカフェスペースに

は、テーブル、ソファ、認知症に関す

るブックコーナーが置かれ、コーヒーを飲みながら、おしゃべり、読書、テ

ーブルゲームなど、思い思いに過ごすことができます。 

 ○ 気軽に入れるよう名前や連絡先の登録を求めることはしていませんが、

来訪が増えるにつれ自然とスタッフと顔なじみとなり、話のしやすい関係

ができていきます。イベントはあえて月 1～2 回にとどめ、ゆっくりくつろ

げることを重視しています。 
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◇ 相談に応需できる機能 
 ○ ちょっとした不安や生活の困難、認知症に関する相談ごとなどがある住

民に対しては、個室の相談スペースで専門職のスタッフが話を聞きます。 

○ 毎週月曜日には、「ドクターマンデー」として、医師の資格を持つ研究員

や地域で在宅医療に携わる医師が、ボランティアで医療に関する相談を受け

ています。認知症やその他の事情で個別の相談や支援が必要な場合には、本

人や家族の同意を得て名前や住所、連絡先を伺います。 

 ○ 近隣の地域包括支援センターや区役所の保健福祉部門、医療機関などと

も連携体制をつくっており、専門的な支援が必要な場合には、これらの機関

を紹介します。 

 

◇ 差別・偏見を解消し、社会参加を促進する機能 
○ 認知症の人も、認知症であることを隠すことなく、ありのままに過ごす

ことができます。 

○ 開設当初は、認知症の人がおしゃべりの輪に入ってきたり、間違えて他

の人のお菓子を取ったりすると怪訝な顔をしたり苦情が出たこともありま

した。しかし、認知症の人とともに過ごす体験を通して、認知症とともに生

きるということを学んだ人が増えていきました。 

○ 地域に認知症の人も当たり前に住んでいることが理解できるようになる

と、認知症であるかどうかという壁が自然となくなっていきました。 

 ○ 月 1 回程度、健康や趣味に関する講座などを開催しており、住民にステ

ーションのことを知ってもらうきっかけや目的がないと行きづらいと感じ

る人が参加するきっかけにもなっています。 

 

◇ 連携を推進する機能 
○ 専門職にとどまらない、裾野を広げた連携を進めるため、生活支援の提供

に関わる関係機関や団体と、様々な会議や勉強会等の場を通じて情報共有や

連携を図っています。 

○ 認知症の当事者団体と連携して、「認知症の先輩」である若年性認知症の

本人から話を聞くことができるミーティングを定期的に開催しています。 

 

◇ 人材を育成する機能 
○ 人権についての高い意識を持った生活支援の担い手を育成するための研

修会を開催しています。今後、研修の受講者が有償ボランティアとして運営

に参加する予定です。 

参考 https://www.facebook.com/t.cocokara.st/ 
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（高齢化等に対応した社会環境の整備） 

・ 福祉サービスの充実とあわせ、社会の仕組み全体を、高齢化、認知機能

が低下した人を意識したシステムに変えていくことが必要である。 

 

・ 認知症高齢者や知的障害者等の、認知機能が十分でない人の意思決定や

福祉サービスの利用など日常生活を支援する仕組みのひとつとして、介護

保険と併せて 2000 年に施行された成年後見制度がある。 

 

・ 国は、成年後見制度の利用促進を図るため、2016 年 5 月に成年後見

制度の利用の促進に関する法律16を施行し、2017 年 3 月に成年後見制

度利用促進基本計画を策定した。基本計画では、全国どの地域においても

成年後見制度を利用できるよう、区市町村に権利擁護支援の地域連携ネッ

トワーク及び中核機関の整備を求めている。 

 

・ 東京都では、2005 年度から、成年後見制度を推進するため、成年後見

人の支援や地域ネットワークの活用などを行う「成年後見制度推進機関」

の設置・運営を行う区市町村を支援してきており、51 自治体に設置され

ている（2019 年 12 月時点）。 

 

・ こうした中で、現在、都内では 26,977 人（後見 21,284 人、保佐

4,379 人、補助 1,314 人）が利用している（2018 年 12 月末時点）

が、区市町村と弁護士や司法書士などの専門職団体との連携が十分でない

など、制度開始から 20 年近くが経過した今も多くの問題がある。制度が

上手く動くよう、都が積極的に後押しすることが必要である。 

 

・ 成年後見制度の申立て動機で最も多いのは、「預貯金等の管理・解約」

である。また、2018 年度に都内の消費生活センターに寄せられた高齢者

からの消費生活相談の全相談件数に占める割合は 4 割を超えており、高

齢者からの相談に係る契約金額は相談全体の平均金額と比較して高額と

なっている17。 

 

 

 

 

                                                   
16 平成 28年法律第 29号 
17 東京都消費生活総合センター「平成 30年度消費生活総合年報」 
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・ 加齢に伴って認知機能は低下していき、お金の管理や取引が困難になる、

消費行動でも騙されやすくなるといった問題が出てくる。高齢者が急増す

る東京では、深刻な問題であり、今後、自治体、金融機関、福祉関係機関

等はこの問題に向き合っていくことが必要である。 

 

・ 現在、大学や金融機関などの関係機関が、福祉と金融の垣根を超えて連

携し、老年学、医学、脳神経科学の蓄積を経済や法律に応用することで、

高齢者の消費、資産管理・運用などの経済活動に関する課題と解決方法を

学際的に研究する、ファイナンシャル・ジェロントロジー（金融老年学）

の取組が進められている。 

 

・ 都は、人権を守る観点から、認知機能が低下していく中でも、買い物や

金融機関の利用などを適切に行いながら地域で生活が継続できるよう、民

間と連携して高齢者の心的特性を踏まえた顧客本位のサービスのあり方を

考えていくなど、年齢や障害の有無にかかわらず、あらゆる人が、自らの

望む生き方を選択できるよう支援していくことが必要である。 

 

（３）人と人をつなぐ場 

（対象者を限定しない居場所） 

・ 近年、制度的には位置付けられない様々な活動を行う居場所づくりが、

住民主体で各地で進みつつある。インクルーシブな社会環境の実現のため

には、対象者を限定せず、地域の全ての方が敷居低く気軽に行くことがで

きる居場所があることが重要である。対象者を限定しないことで、多様な

文化や考え方を持っている人たちが地域で共に生きていることが自然と

理解でき、違いを尊重できるようになる。 

 

・ 居場所として有効に機能するためには、立上げの過程も重要である。立

ち上げる際に、地域の様々な人の多様な意見を汲み取りながら、活動内容

や運営方法等について丁寧に合意を得ていく手続きを踏むなどして皆で

作り上げた居場所は、地域住民が通いやすい場所として受け入れられる。 

 

・ そこに相談機能も持ち合わせて、交流の場につなげていくという試みが

必要である。まず居場所ができて、そこに集まった人々が得意とすること

を生かせる活動が生まれていくこともある。 
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・ 高齢者をはじめとしたあらゆる住民がこうした居場所等で活動を行う

ことにより、健康の維持、体力の向上、QOL の向上など、様々なメリッ

トが期待される。また、様々な世代と交流する人は、高齢層だけでなく、

若年層においても精神的な健康度が高い18。ボランティアというと敷居が

高いが、趣味や経験を生かした活動など気負わずにできるものから入って、

それを地域のために生かしていくという流れがあると、気軽に取り組みや

すい。 

 

・ 様々な人が居場所に集うことで、自然と地域の情報が集まってくるよう

になる。地域住民の中には、居場所には来ないが困っているという人もい

る。こうした気になる人の情報を把握した場合には、居場所に集う人のネ

ットワークと民生委員・児童委員や地域福祉コーディネーター等の訪問機

能とを組み合わせ、居場所に来るように働きかけてみるという取組も有効

である。 

 

・ また、居場所や活動に直ちに関心を持たない地域住民等に対しても、こ

うした場があることや活動の内容を日頃から知らせる工夫をしておけば、

何かあった場合に立ち寄りやすい雰囲気が生まれる。 

 

・ 居場所は、単機能から多機能まで、必要な時に開く場合から定期的、さ

らに常設まで、多様な手法や形態で、地域のニーズに応じて運営されるこ

とが望ましい。単機能で必要な時に開く居場所であれば、共通の目的や関

心を持つ住民相互の交流が中心となるであろうし、多機能で常設の居場所

であれば、豊富なプログラムによる活動や相談の実施が可能となり、そこ

で集う多様な住民の中から担い手が生まれることにもつながる。 

 

・ 居場所の中には、住民が制作したものを販売するなどして、活動から収

益を得て持続性を高めたり、生きがいづくりにもつなげている取組もある。 

 

・ 活動を長続きさせるためには、様々な地域のステークホルダー（利害関

係者）との連携やバックアップがあること、活動プログラムに定期性や柔

軟性があること、ボトムアップ型で運営が行われることなどが重要である。

また、男性も女性も入ってきやすい活動の創出や、参加者の得意なことを

生かすことができる活動とのマッチングなど、多くの人が参加できるよう

な工夫が必要である。 

                                                   
18 根本裕太、藤原佳典他「若年層と高年層における世代内／世代間交流と精神的健康状態
との関連」日本公衆衛生雑誌（2019） 
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・ また、誰もが気軽に訪れやすい場所になっているのか、居心地のよい場

所になっているのかなど、運営する住民で振り返り、住民目線で工夫して

いくことも活動の活性化には有効である。 

 

・ 東京の場合、様々な社会参加の資源や居場所が多すぎて分かりにくいと

いう指摘もあることから、ICT を活用するなど、様々な場を見える化する

とともに、参加者を上手くコーディネートしていく仕組みづくりが必要で

ある。 

 

・ こうした居場所や活動での人と人のつながりから、自然と助け合いや見

守りなど互助が生まれ、さらに、こうした意識や行動が地域にも浸透して

いくこともある。公的な制度ゆえに対象者を絞らざるを得ない公助と、対

象者を限定しない居場所の整備が組み合わされ、専門性を備えたコーディ

ネート機能が両者を結び付けるような仕組みが有効である。 

 

（空き家や公益的なスペースの活用） 

・ 大都市部では、活動を継続する上で、居場所や活動の場となるスペース

の不足が課題である。空き家を活用するなどして、場を確保することが重

要である。公営住宅の空きスペースや、建替えの際に創出された用地の活

用のほか、私的資産の社会的活用という視点から空き家問題を考え、その

ための手法を考えていくことも必要である。 

 

・ 店舗は、人が入ってきやすい設計となっており、お客さんとしてその場

所に馴染みのある地域住民が多い。このため、空き店舗を居場所や活動の

場として活用できれば、参加者の広がりが期待できる。 

 

・ 空き家の活用には所有者の理解が必要であり、公立施設は公平性の観点

から特定の主体が常時利用することは困難である。そこで、社会福祉法人

や自治会などの公益的な団体が有するスペースと人的資源を活用した地

域貢献の取組なども有効である。 

 

  ・ 常設の活動の場の確保が困難であったり、身体機能の低下などにより頻

度の高い参加が難しい住民がいる場合には、ICT を活用した参加の形も

考えられる。また、今後の更なる社会の情報化の進展に伴い、SNS を活

用した相談や、バーチャルな居場所なども、リアルを補完するものとして

有効性を増していく可能性がある。 
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空き家を活用した多世代が交流するまちなかの居場所 

しもぞうハウス（北区） 
 

【ポイント】 

（場所）空き家となっていた店舗兼住宅を活用 

（運営）地域活動団体、専門職、行政、研究者等、幅広いメンバーが参画 

（活動）絵本の読み聞かせ、カフェ、体操など地域団体等が日替わりで活動 

 

◇ 研究事業から地域の取組へ 

 ○ 2015 年、東京都健康長寿医療センターは、北区と協定を結び、志茂地

区で、多世代共助システムの開発を目的とした研究事業を開始しました19。 

○ 地域活動団体、専門職、行政、研究者等、幅広いメンバーが参画した協議

会を立ち上げ、月 1 回開催される話し合いで活動内容等を決めています。 

○ 立上げ時には専門職等による支援が有効ですが、活動を継続的なものにし

ていくためには、住民を中心とした自立的な運営に引き継ぐことが重要です。 

○ まず、住民が入りやすい活動として、あいさつ運動を開始しました。これ

により、継続的な活動を行う体制づくりや、地域への PR が図られました。 

○ 協議会は、団体間でのネットワークづくりや、地域の情報交換の場ともな

ります。その中で「常設型の多世代交流の場作り」についても話し合いがな

され、活動拠点「しもぞうハウス」が生まれました。 

 

◇ 拠点ができることで活動が充実 

○ 「しもぞうハウス」は、花屋が営まれて

いた店舗兼住宅の空き家を、北区社会福祉

協議会が借り受け、2018 年 4 月に「多世

代共生および地域の交流・助け合いの拠点」

としてオープンしました。 

○ 社協の職員は常駐せず、活動団体に無料

で場所を提供しています。団体は、誰でも

入ってこられるようハウスを開けておきま

す。興味を持った方に声をかけたり、飲み

物も提供します。 

                                                   
19 戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）研究開発実施終了報告書「持続可能な多

世代共創社会のデザイン」研究開発領域「ジェネラティビティで紡ぐ重層的な地域多世代共

助システムの開発」（研究代表者：藤原佳典）（2019） 
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○ 週 1 回からはじめ、2019 年度には、健康体操、認知症カフェ、小中学

生の自習会など、様々な活動が行われています。 

○ また、ボランティアが決まったプログラムを行わずに開けている日もあ 

り、今では週 5 日程度オープンできるようになりました。 

 

◇ 絵本の読み聞かせで多世代交流20 

 ○ 毎週水曜日は、地域のシニアボランティアグループ「りぷりんと・北」に

よる絵本の読み聞かせの日です。ボランティアは、区が実施している 3 か

月間の養成講座を受講し、絵本の選び方や発声方法などを学びます。 

 ○ 近所の親子や、散歩中の保育園の子供たちがやって来ると、読み聞かせが

始まります。感情を乗せた声に、大人も子供も引き込まれていきます。 

 ○ 「りぷりんと北・すまいる北」では 15 人ほどのボランティアが参加して

いて、小学校や児童館、老人ホームなどにも出向き、活発に活動しています。 

 ○ 絵本の読み聞かせは、全国のいくつかの地域で行われており、全国組織と

して立ち上げられた NPO の下、連携して活動しています。 

○ 東京都健康長寿医療センターの研究では、3 か月の養成講座を受講した人

に記憶機能の改善が見られることや、長期間読み聞かせボランティアを継続

した人に記憶などを司る脳の海馬萎縮抑制効果や体力の向上が見られるこ

とが明らかになっています。 

 ○ また、読み聞かせに参加

した小学生に話の聴き方や

話し方に改善が見られるこ

とや、保護者に学校支援活

動への負担感の軽減が見ら

れること、さらには活動が

行われている地域では地域

力の向上が見られることも

明らかになっており、各世

代に良い影響が現れていま

す。 

 

                                                   
20 参考文献：① 鈴木宏幸・渋川智明「認知症対策の新常識」日東書院本社（2018）②世代

間交流プロジェクト「りぷりんと・ネットワーク」編著、藤原佳典監修「地域を変えた「絵

本の読み聞かせ」のキセキ : シニアボランティアはソーシャルキャピタルの源泉 : 現役シ

ニアボランティアが選んだ子どもたちに何度でも読んであげたい絵本続々101選」ライフ出

版社（2015） 
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（住まいとまちづくり） 

・ 経済的な困窮や孤立、認知症など、様々な問題は住まいの問題と深く関

連している。経済力が低いことで市場で適正な水準の住宅の確保が困難で

あったり、外国人や生活保護受給者、単身高齢者等は、家賃の支払や住宅

使用方法に対する家主の不安などから、民間賃貸住宅への入居が制限され

る例がいまだに見られる。 

 

・ 2017 年の住宅セーフティネット法21の改正により、住宅確保要配慮者

の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度や、住宅確保要配慮者に対する居住

支援の充実などが図られた。また、都内の自治体においては、不動産関係

団体、居住支援団体と連携して、必要な支援を協議・実施する居住支援協

議会の設立が進みつつある。 

 

・ 今後、単身や夫婦のみで暮らす高齢者が増加することなどを踏まえ、単

なる住宅の確保にとどまらず、住宅関係の企業や金融機関など、問題に直

面している民間部門との連携により、居場所づくりや生活支援なども含め

た住まい方や、地域の価値を高めるまちづくりについて、東京ならではの

解決策を考えることが必要である。 

 

  ・ 高度成長期に造成が始まった都内のニュータウンや公営住宅、分譲住宅

団地では、建物の老朽化と住民の高齢化が共に進行している。自治会や管

理組合の担い手の不足、地域の活力の低下、空き家の増加による防犯への

懸念など、様々な課題が生じることが予測される。住民が当事者意識を持

って、目前の課題への対応にとどまらず、住宅の建替え計画、地域のリノ

ベーション、地域活動の活性化など、将来の地域の姿を考え、行動してい

くことが必要である。 

 

・ 都心部を中心にタワーマンションの建設が進んでいる。タワーマンショ

ンは、セキュリティが高いために周辺の目が届かず、地域との関係が希薄

になりがちとも言われる。このため、将来的に発生する地域生活課題の態

様や対応方法も、団地等とは異なるものとなる可能性が高い。今のうちか

ら、将来の対応について、住民や行政が知恵を出していくことが必要であ

る。 

 

                                                   
21住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 19年法律第 112

号） 
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（４）災害等に備える地域づくり 

（自分ごととして考える） 

・ 2011 年の東日本大震災や 2016 年の熊本地震等を契機に、地震災害

に対する都民の危機意識や防災意識が高まった。また、気象情報などがあ

らかじめ把握できることなど地震災害と異なる面がある風水害に関して

も、今回の台風第 15 号及び第 19 号においては、情報やライフラインが

寸断され、多くの都民が脅威を感じるとともに、ひとたび災害が発生すれ

ば、自らの日常生活や安全が脅かされ、避難したり、支援を受けることが

必要な立場になることが明らかとなり、自分ごととして捉える契機ともな

った。 

 

（区市町村における対応の必要性） 

・ 東京では、高齢者、障害者等が地域で支援を受けながら多く暮らしてお

り、一人暮らしの人も多い。また、都外や国外から訪れる旅行者や通勤・

通学者、決まった住所を持たない人など、住民以外の人が多く存在するこ

とに留意が必要である。 

 

・ 現在は、情報も重要なライフラインの一つとなっている。災害が起きた

際に、こうした人々への情報提供や避難対応が適時・適切に行われるため

に、SNS の活用なども有効である。一方で、必要な情報を得る手段が限

られる人にも配慮し、複数の情報提供の手段を確保することが必要である。 

 

・ また、区市町村は、個人情報の取扱いに関するルールを定めた上で、名

簿の作成や個別計画の策定、関係機関間での協議や情報共有、地域と連携

した実践的な訓練などを通じ、日頃から顔の見える関係を築き、災害への

備えを十分にしておくことが重要である。 

 

（福祉事業者等における対応の必要性） 

・ 東日本大震災では、震災による死亡者の年齢構成は、同年の同地域の年

齢構成と比較すると、60 歳以上で 2.1 倍、70 歳以上で 2.6 倍、80 歳

以上で 3.1 倍となっており、高齢であればあるほど、災害の犠牲になるリ

スクが高いことが示されている22。 

 

 

                                                   
22 粟田主一「災害後の認知症高齢者支援と Dementia Friendly Community」（2013） 
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・ 状況を理解して迅速に避難することが難しく逃げ遅れて犠牲になった

高齢者が多かったほか、避難所や被災施設において、低体温や肺炎などの

合併症の併発や、栄養障害で命を落とした人々も少なくなかった23。 

 

・ 一般的な避難所では生活に支障が想定される高齢者、障害者等を受け入

れる福祉避難所は、都内において 1,397 か所確保されている（2018年

4 月時点）。福祉施設では、区市町村との協定により、福祉避難所の指定

を受けているところが多くあるが、福祉避難所への移送や専門職ボランテ

ィアの手配などに関し、区市町村との役割分担が明確でない例も見られる
24。 

 

・ 福祉施設は、災害発生時には自施設の入所者への対応はもとより、その

資源を活用して、避難者への対応や地域住民への支援も期待される。 

 

・ 一方、在宅の高齢者に介護サービスを提供している居宅サービス事業所

では、利用者である在宅の要介護高齢者の情報を把握しており、災害時に

訪問による利用者の安否確認や緊急的な食事の提供などに力を発揮した

事例もある。 

 

・ また、コンビニエンスストアなどは、福祉サービスの利用者だけでなく

多くの人が日常的に利用しており、災害時の情報提供場所などとして行政

に登録されている例がある。 

 

・ 今後、こうした事業者との災害時の連携の可能性についても検討するこ

とが必要である。 

 

・ 都は、主に災害時要配慮者が利用する入所施設の耐震化率を 2020 年 

度までに 100%とする目標を掲げ、耐震診断や改修に関する経費を補助す

るなどしているが、耐震化率は 96.3%（2017 年 3 月時点）となってお

り、未耐震の施設が残っている。 

 

 

 

 

                                                   
23 粟田主一「災害後の認知症高齢者支援と Dementia Friendly Community」（2013） 
24 東京都社会福祉協議会「都内福祉施設・事業所における災害時の利用者ならびに地域の

高齢者・障害者・子ども等への支援に関するアンケート調査」（2018） 
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・ 福祉施設等が災害時に地域の拠点として機能するためには、耐震化や非

常用電源の確保といったハード面での備えに加え、職員の参集体制の整備

や物資の備蓄、BCP25の策定、自治体との役割分担の明確化、地域との協

定といったソフト面での備えをしておくことが重要である。 

 

（災害への備えを入り口とした地域づくり） 

・ 災害への備えや対応は、一人ひとりが、一定期間に必要な水や食料の備

蓄、避難に備えた行動をあらかじめ決めておくマイ・タイムラインの作成

などに取り組む自助に加え、地域における住民同士の安否確認や避難の呼

びかけといった互助、行政による支援である公助によって、重層的に行わ

れることが重要である。 

 

・ 区市町村や福祉施設、地域住民、企業・商店等、地域を構成する様々な

主体が、地域における居場所での活動や、防災訓練、行事、さりげない見

守り等を通じ、平時から良好な関係を築いておくことが、想定外の事態が

矢継ぎ早に発生する災害時などのいざという時にも制度の壁を超えて力

を発揮することにつながる。 

 

・ また、福祉施設は、日頃から、勉強会や通いの場での活動、町会・自治

会との協定などを通して、多職種と住民とのつながりをつくっておくこと

により、地域住民を支援し、地域から支援されるという関係が可能となる。

こうした取組が、地域生活課題の発見や新たなつながりの構築といった地

域づくりにもつながっていく。 

 

（５）東京で活動する様々な主体 

・ 福祉施策は、自治体だけでなく、様々な団体や個人の連携・協働により実

施されることが必要である。東京では、様々な主体が活発に活動しており、

役割を固定化するのではなく、変化する局面に応じて、資源やスキルを持ち

寄って活動していく姿勢が必要である。 

 

 

 

 

                                                   
25 Business Continuity Plan（事業継続計画）。都内福祉施設・事業所における策定率は

48.3％（東京都社会福祉協議会「都内福祉施設・事業所における災害時の利用者ならびに

地域の高齢者・障害者・子ども等への支援に関するアンケート調査」（2018）） 
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（福祉人材） 

・ 目下、有効求人倍率が上昇しており、全産業的に人材不足に直面してい

る。地域包括ケアシステムにおいて、福祉人材は欠かすことができない要

素であるが、介護関連職種における有効求人倍率は全産業を上回っており、

深刻な状況にある【図９】。 

 

【図９】有効求人倍率の推移（全職業・介護関連職種） 

 
資料：厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」 

 

  ・ 2019 年 10 月には介護職員特定処遇改善加算が開始されるなど、介

護職員の処遇改善に重きが置かれてきたが、賃金を全産業的な平均に近

付けるということだけで人材問題を解決することは困難である。 

 

・ 職員の定着には、業務の標準化や専門性の確立が必要である。そのため

に、共通の評価軸と指導のスキームをつくることが重要である。 

   

・ 国は、2015 年に介護人材の構造転換のイメージの整理を行った26が、

イメージどおりに人材の確保や育成を進めたとしても、現場における介護

人材が担う業務の構造が変わるわけではない。 

 

 

 

                                                   
26 社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会「2025年に向けた介護人材の確保」

（2015） 
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・ 実態的に業務の役割分担の整理を行うためには、担当の職員が支援の対

象者に関する全ての業務を行うという意識を変え、専門職は専門的な業務

に集中できるようにすることが必要である。 

 

・ 役割分担の整理を行った業務のうち、補助的な業務を地域の高齢者等に

担ってもらうことも考えられ、その場合、補助的な業務を行う人材に対す

る研修や、その人に合った業務とのマッチングのシステムをつくることが

重要である。 

 

・ 業務の役割分担の整理や効率化には ICT の活用も有効であり、都では、

2017 年度から保育所等に、2019 年度からは特養等介護保険施設に対

し ICT 機器等の導入支援策を実施している。多くの事業者がこれを活用

して、機器の導入を開始している。 

 

・ ICT の活用等により、文書量を削減することで業務の効率化が期待さ 

れるが、事業者からは、行政に提出する様式が自治体ごとにばらばらで手

間がかかる、申請ごとに同じ書類の提出を求められるという声も聞かれる。

行政側にも、自治体間の様式の統一や、手続ごとに重複する提出書類の整

理など、意識改革や不必要なローカルルールの見直しなどが必要である。 

 

（社会福祉法人等） 

・ 東京の社会福祉法人は、運営する事業所が 1～3 か所のものが約 5 割

を占め、規模が小さいものが多い。国会においては、社会福祉法人主体の

連携法人制度創設に向けた、法人間の連携や協働化、大規模化に向けた具

体的な対応を可能とする社会福祉法の改正案が審議される見込みである。 

 

・ 本審議会は、前期（第 20 期）の意見具申においても、必要なキャリア

を積むためには、異動などを通じて様々な経験を積むことが有効であるこ

とから、法人の経営形態としては、一法人一事業所のような形ではなく、

ある程度の経営規模があることや人事交流が可能な仕組みがあることな

ども必要な要素の一つであると提言している。 

 

・ 社会福祉法人は、それぞれが培ってきた理念や、地域とのつながりなど

の独自の強みを持つが、経営主体として人材確保や法人経営を考えると、

小規模な法人は不利な面がある。そのため、職員の採用や研修、物品の購

入の共同化など、連携を進めていくことが有効である。 
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・ 都内では、地域の社会福祉法人が分野を超えて連携し、地域貢献の取組

を行っている例がある。社会福祉法に規定されている社会福祉事業を実施

するだけでなく、同法の改正の趣旨も踏まえ、こうした連携を強め、地域

生活課題の解決に向けた取組を積極的に行っていくことが求められる。 

 

・ 福祉施設が持つ人材や空間、ノウハウを活用することが複雑化した課題

への対応に有効な場合がある。そのために、従来の行政のルールに捉われ

ずに施策を考え、規制、予算配分などを柔軟に見直すことが必要である。

また、事業者が自ら積極的に取り組めるような環境整備も必要である。 

 

・ 地域において福祉活動への住民の参加のための援助を役割としている

区市町村社会福祉協議会は、福祉課題に取り組む地域づくりを進めるプラ

ットフォームとしても期待される。企業や大学をはじめ、これまで参加を

得ていない団体を含め、地域の様々な主体の掘り起しや組織化、連携など

について、一層の取組を進めていく必要がある。 

 

・ また、自治会・町会、民生委員・児童委員、商店街など、伝統的に地域

に根差した活動を行ってきた様々な主体の実態を把握し、それぞれが持つ

強みや課題についても改めて検証し、企業、NPO、大学などの多様な主体

とつなぎ直すことで、新たな力を発揮してもらうという視点も重要である。 

 

（企業、大学、NPO 等） 

  ・ 企業、大学、NPO などの多様な主体が集積し、活発に活動しているこ

とは、東京の大きな強みである。 

 

  ・ これらの主体は地域の個人の生活に密着して活動しているものもあれ

ば、広域的に活動しているものもある。それぞれが持っている専門性や社

会貢献への意向を組み合わせ、地域に還元するためには、地域にコーディ

ネートする力があることが必要である。 

 

  ・ 現在も、大学や研究機関が地域に継続的に関わり、地域生活課題の解決

に向け、どのような活動や支援が有効なのか、住民と共に考える取組など

が行われている。地域における活動が軌道に乗るまでの立上げ時におい

てこうした取組は特に有効であり、更なる広がりが期待される。 
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  ・ 現役世代が企業等に勤務しながら、専門知識を生かした地域貢献活動を

行うプロボノによる活動事例も生まれてきている。しかし、東京で活動す

る人の数から考えると、事例はいまだ少なく、更なる活動の促進が必要で

ある。 

 

  ・ また、企業は、自らが雇用している全ての人の生活全体を考え、社員自

身の子育てや家族の介護に関するもの、地域でのボランティア活動に関

するものなど、日常生活を支援する情報を積極的に発信していくことも

必要である。自治体は、こうした企業の取組が進むよう、人事担当者向け

のセミナーを開催するなど、支援する方策を検討すべきである。 

 

  ・ 近年、社会とつながり、社会性を身に付けるきっかけとして、人付き合

いの苦手な学生が、ボランティア活動に参加する例が見られる。大学は、

ボランティア活動のこうした効果も踏まえ、学生への活動機会の提供に、

より積極的に取り組んでいくことも重要である。 

 

・ 地域において、企業、大学、NPO、福祉事業所など多様な事業体の参加

が可能であり、専門職も有志で参加できる、活動を続けることが厳しくな

ったら離脱も自由といった、住民の緩やかなつながりの中での自主的な活

動が現実的である。 

 

  ・ 地域の側には、こうした地域外の人材や、新たに地域に入ってきた住民

を地域活動等の担い手として受け入れることができるよう、間口を広げ

る姿勢が求められる。また、企業等に勤める現役世代も、自分が高齢者と

なったときの地域での活動イメージも想像しながら、社会貢献活動も視

野に入れ、ライフデザインやキャリアを考えていくことが求められる。 
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おわりに 

 

○ 第 19 期の意見具申では、2025 年までの 10 年間の準備が、その後の

東京の行方を左右すると指摘した。東京都は、この間、社会状況の変化を踏

まえ、計画的に福祉施策を進めてきている。 

 

○ 本意見具申では、人口・社会構造が大きく変化する 2025 年以降の将来

を見据え、東京が、誰もがいつまでも安心して暮らし続けることができる都

市であるための福祉施策の構築に当たり、重点的に取り組むべき課題につい

て検討を重ねた結果を提言した。 

 

○ 今回の検討は、地域生活を巡る福祉分野の広範な範囲に及ぶものであり、

限られた会議の時間の中で議論が尽きることはなかった。今回の意見具申に

当たり、これまで述べてきたことのほかに、今後、自治体が福祉施策を構築・

推進していく上での重要な視点として、委員の間で共有できたいくつかの点

について述べておきたい。 

 

（当事者性を高める） 

○ 第一に、当事者性を絶えず高めていくという視点が重要であることである。 

 

○ 昨年の台風災害の際、多くの都民は、自分はいざという時にどうしたらよ

いのか、どういうことができるのかということを考えさせられた。まさに他

人事ではなく、自分ごととして考えるという経験をした。 

 

○ 当事者性とは、突き詰めれば、自分はどのように生き、どのように生を終

えていくべきかを考え、それを自ら選択していくということであると言える。

災害や福祉、医療といった分野は、誰にとっても身近に感じることができる、

当事者性の入り口となりやすい分野である。 

 

○ 自治体は、そういった一人一人の価値観の多様性や個人の尊厳を尊重し、

当事者性を伸ばすように慎重に支援していくことが肝要である。 

 

○ 社会福祉協議会等の地域で活動する機関は、自治体との連携も重要だが、

その支援を待つのではなく、住民の当事者性を尊重し、住民と連携又は協働

し、より積極的に活動する機動性や柔軟性が必要である。 
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○ 情報は、現在の社会では重要なライフラインの一つとなっている。当事者

性を高めて活動していくためには、ICT 等を活用しながら、個人個人が適切

な情報を適切なときに入手できるように工夫していくことも重要である。 

 

（コミュニティの価値を高める） 

○ 第二に、コミュニティの価値を高めていくという視点が重要であるという

ことである。 

 

○ 地域では、地縁関係に基づく活動がつながりの中心となっている。地域

を構成する多様な経歴や経験を有した様々な個人や団体が、それぞれの目

的や価値観に基づき参画することで地域のつながりが形成されている。居

場所もその一つである。 

 

○ 居場所は、まさに、その人らしく居られる居場所であるということが必要

である。そのためには、訪れた人が、自分が社会の一員である、必要とし大

切にされていると実感できることも重要な要素の一つである。 

 

○ 現在では、互いをよく知り、地縁でつながっている地域のコミュニティに

加え、必ずしも同じ地域に住んでいるわけではないが、共通の興味や趣味な

どを持ち、同じ仲間であると親密性を感じてつながる、地域に限定されない

コミュニティが出来上がっている。また、つながりのあり方も、直接的なも

のからバーチャルなものまで様々である。 

 

○ 現実か、バーチャルかを問わず、その人らしい居場所を見つけられるとい

うことで、そこに人が集まり、人と人がつながることで互助力が高まる。そ

して、安心して居やすくなり、関係の好循環が生まれることで、そのコミュ

ニティの価値が高まっていくことにつながる。 

 

○ また、都内では、多世代が交流できる居場所や、子供への学習支援、本の

読み聞かせ、子供食堂などの活動が広がりを見せている。心理学の分野では、

壮年期において、次世代の価値を生み出す行為に積極的に関わり、経験・文

化等を伝えていく、ジェネラティビティという考え方があり、将来を担う子

供への支援や子供が参加できる地域の活動を拡大していくという視点も重

要である。 

 

 

 



40 

 

（新たな技術を活用する） 

○ 第三に、新たな技術を積極的に活用していくという視点が重要であるとい

うことである。 

 

○ ICT の活用等は福祉分野でも当たり前になってくる。導入に当たっては、

ICT で何ができるのかを考えるのではなく、その活用により、いかに住民や

利用者が質の高いサービスを享受できるのかという視点が必要である。また、

効果的に技術を活用していくには、漫然と導入するのではなく、現行の組織

や業務フローを見直すなど、使いこなすためのマネジメント力を高めていく

ことが必要である。 

 

○ 地域を超え、ICT 等も活用した、バーチャル家族やバーチャルコミュニテ

ィという形態も現実のものとなってくる可能性もある。 

 

○ ５G の導入が始まり、今後、活用の範囲が一層拡がっていくなど、ICT の

技術的進歩は著しい。将来的に、人間が担ってきた高度で複雑な知的作業

の大半を AI が代替するようになり、経済や社会に多大なインパクトをもた

らすとの意見もある。 

 

○ 福祉の分野でも、AI 等の最新技術を積極的に活用することで、新たな価

値を創造・提案し、都民の幸福を最大限に追求していくことが必要である。

しかし、その場合であっても、必要な支援の重要な部分は人間が人間に提供

していくことは変わらない。 

 

○ ICT を活用して、離れている居場所と居場所がつながり、読み聞かせをす

る高齢者と話を聞きたい子供や、専門職と相談したい高齢者や障害者がつな

がっていくなど、従来の枠にとらわれない、人を中心に置いたネットワーク

の構築も考えられる。 

 

（自治体やその職員に期待すること） 

○ 地域生活課題とは、地域住民が生まれてから亡くなるまで、日常生活を営

み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の課題のこ

とである。それらに適切に対応していくことで、生涯を通じた住民の安心へ

とつながる。そのためには、分野別、対象者別の縦割りでは効果的な動きが

とれない。あらゆる人の包摂を目指す取組を推進する観点から、住まいやま

ちづくりなどの施策に対して、福祉部局が積極的な意見を述べていくべきで

ある。 
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○ こうした課題に対応していく都内の自治体の職員には、その力量が今以上

に求められてくる。法に基づく事業者への指導や福祉サービス第三者評価な

どを通じて、福祉の現場の実態を一層把握していくことも重要となる。現場

を持つ自治体の強みを生かし、収集した行政データを活用・分析して課題を

見える化し、現場からの改革を発信できるよう、日頃から個々の職員が研鑽

を積み、独自の視点で新たな施策を生み出していくことが重要である。 

 

○ 自治体の職員は、従来の発想に囚われない意識変革を図っていくことも重

要である。あらゆる人の包摂を目指すためには、この課題は自分の部署の担

当ではないと部署間で押し付け合うのではなく、福祉サービスの利用者の利

益の保護という社会福祉法の趣旨を踏まえて住民の利益を守ることを第一

に考え、地域のあるべき将来像を個々の職員が思い描き、自由闊達に議論を

行いながら、課題の解決に向けて各部署が組織の壁を超え、都民や関係機関

と積極的に協力して取り組んでいく姿勢が不可欠である。また、自治体は、

そうした職員の思いや力を引き出し、伸ばすことができる体制を整える必要

がある。こうしたことを最後に強調しておきたい。 

 

○ 本審議会は、東京都が今回の提言を踏まえ、誰もがいつまでも安心して暮

らし続けることができる都市の実現に向けて、住まい関係をはじめ関係各局

との連携をさらに密にし、区市町村や関係者とともに取り組んでいくことを

期待するものである。 
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第 21 期東京都社会福祉審議会 審議経過 

開催日 

（年月日） 
区分 審議内容 

平成 29 年 

4 月 27 日 

審議会 

（第 65 回） 

(1)委員長の選任 

(2)専門分科会の設置 

平成 31 年 

2 月 6日 

審議会 

（第 66 回） 
今期（第 21 期）の審議課題の決定 

令和元年 

5 月 15 日 

検討分科会 

（第 1回） 

(1)委員による発表 

・格差社会の進展と「家族主義」の限界（山田昌弘委員） 

・「地域の支え合い」が本当に成立するために（室田信一委

員） 

・介護現場における人材確保への対応について（久留善武

委員） 

(2)発表内容を踏まえた議論 

令和元年 

6 月 24 日 

検討分科会 

（第 2回） 

(1)委員による発表 

・高齢者の社会参加が導く持続可能な地域（藤原佳典委員） 

・認知症とともに暮らせる社会をめざして（粟田主一委員） 

・金融ジェロントロジーの展望（駒村康平委員） 

(2)発表内容を踏まえた議論 

令和元年 

7 月 25 日 

起草委員会 

（第 1回） 
課題抽出・論点整理 

令和元年 

9 月 17 日 

起草委員会 

（第 2回） 
意見具申に向けた論点の整理 

令和元年 

10 月 21 日 

検討分科会 

（第 3回・

拡大） 

意見具申に向けた論点の整理 

令和元年 

11 月 14 日 

起草委員会 

（第 3回） 
意見具申（案）の作成 

令和元年 

12 月 27 日 

起草委員会 

（第 4回） 
意見具申（案）の作成 

令和元年 

1 月 17 日 

起草委員会 

（第 5回） 
意見具申（案）の作成 

令和 2年 

1 月 30 日 

検討分科会 

（第 4回・

拡大） 

意見具申（案）の審議 

令和 2年 

2 月 10 日 

審議会 

（第 67 回） 
意見具申 
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第 21期東京都社会福祉審議会委員名簿 

（任期：平成 29年 4 月 1日から令和 2年 3月 31 日まで） 

区 分 氏 名 現 職 備 考 

学
識
経
験
者 

委員長 平岡 公一 お茶の水女子大学教授  

副委員長 栃本 一三郎 上智大学教授 
平成 31 年 2月 6日から副
委員長 

委 員 秋山 正子 
株式会社ケアーズ 代表取締役 
白十字訪問看護ステーション統括所長 

 

委 員 井上 由起子 日本社会事業大学専門職大学院教授  

委 員 小口 芳久 慶應義塾大学名誉教授  

委 員 白波瀬 佐和子 東京大学大学院教授  

委 員 筒井 孝子 兵庫県立大学大学院教授  

委 員 山田 昌弘 中央大学教授  

委 員 和気 純子 首都大学東京教授  

都
議
会
議
員 

委 員 小林 健二 東京都議会議員 
平成 29 年 4月 1日から 
平成 29 年 7月 22 日まで、 
令和元年 10 月 10 日から 

委 員 斉藤 やすひろ 東京都議会議員 令和元年 10 月 10 日から 

委 員 柴﨑 幹男 東京都議会議員 令和元年 10 月 10 日から 

委 員 白石 たみお 東京都議会議員 平成 30 年 10 月 24 日から 

委 員 たきぐち 学 東京都議会議員 平成 30 年 10 月 24 日から 

委 員 米川 大二郎 東京都議会議員 令和元年 10 月 10 日から 

委 員 龍円 あいり 東京都議会議員 平成 29 年 8月 30 日から 

区
市 

町
村 

委 員 青木 克德 葛飾区長 令和元年 10 月 10 日から 

委 員 阿部 裕行 多摩市長  

関
係
機
関 

委 員 尾﨑 治夫 東京都医師会長  

委 員 寺田 晃弘 東京都民生児童委員連合会会長  

委 員 横山 宏 東京都社会福祉協議会副会長  

委 員 渡邉 光子 東京商工会議所女性会副会長  

公
募 

委 員 琴寄 陽子 公募委員  

委 員 中村 真佐子 公募委員  

委 員 山田 広行 公募委員  

臨
時
委
員 

臨時委員 粟田 主一 
地方独立行政法人東京都健康長寿医療セ
ンター研究所 研究部長 

令和元年 5月 8日から 

臨時委員 久留 善武 
一般社団法人シルバーサービス振興会 
事務局長 

令和元年 5月 8日から 

臨時委員 小林 良二 東京都立大学名誉教授  

臨時委員 駒村 康平 慶應義塾大学教授 令和元年 5月 8日から 

臨時委員 髙橋 紘士 東京通信大学教授  

臨時委員 藤原 佳典 
地方独立行政法人東京都健康長寿医療セ
ンター研究所 研究部長 

令和元年 5月 8日から 

臨時委員 松田 京子 
社会福祉法人東京都社会福祉協議会 福
祉部長 

令和元年 5月 8日から 

臨時委員 室田 信一 首都大学東京准教授 令和元年 5月 8日から 

※選任区分ごとに五十音順 



44 

 

第 21 期東京都社会福祉審議会委員（元委員） 

 

区 分 氏 名 在任時の職 備 考 

副委員長 森本 佳樹 立教大学名誉教授 平成 29 年 4月 1日から平成 29 年 11 月 10 日まで 

委 員 あぜ上 三和子 東京都議会議員 平成 29 年 4月 1日から平成 29 年 7月 22 日まで 

委 員 北久保 眞道 東京都議会議員 平成 29 年 4月 1日から平成 29 年 7月 22 日まで 

委 員 河野 ゆうき 東京都議会議員 平成 29 年 4月 1日から平成 29 年 7月 22 日まで 

委 員 斉藤 あつし 東京都議会議員 平成 29 年 4月 1日から平成 29 年 7月 22 日まで 

委 員 田中 朝子 東京都議会議員 平成 29 年 4月 1日から平成 29 年 7月 22 日まで 

委 員 成澤 廣修 文京区長           平成 29 年 4月 1日から令和元年 10 月 9日まで 

委 員 前田 和茂 東京都議会議員 平成 29 年 4月 1日から平成 29 年 7月 22 日まで 

委 員 伊藤 こういち 東京都議会議員 平成 29 年 8月 30 日から平成 30 年 10 月 23 日まで 

委 員 菅野 弘一 東京都議会議員 平成 29 年 8月 30 日から平成 30 年 10 月 23 日まで 

委 員 後藤 なみ 東京都議会議員 平成 29 年 8月 30 日から平成 30 年 10 月 23 日まで 

委 員 つじの 栄作 東京都議会議員 平成 29 年 8月 30 日から平成 30 年 10 月 23 日まで 

委 員 原 のり子 東京都議会議員 平成 29 年 8月 30 日から平成 30 年 10 月 23 日まで 

委 員 宮瀬 英治 東京都議会議員 平成 29 年 8月 30 日から平成 30 年 10 月 23 日まで 

委 員 大松 あきら 東京都議会議員 平成 30 年 10 月 24 日から令和元年 10 月 9日まで 

委 員 栗林 のり子 東京都議会議員 平成 30 年 10 月 24 日から令和元年 10 月 9日まで 

委 員 高橋 信博 東京都議会議員 平成 30 年 10 月 24 日から令和元年 10 月 9日まで 

委 員 細谷 しょうこ 東京都議会議員 平成 30 年 10 月 24 日から令和元年 10 月 9日まで 

※就任日順 
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検討分科会委員 

 

区 分 氏 名 現 職 起草委員 

分科会長 小林 良二 東京都立大学名誉教授 ○ 

副分科会長 山田 昌弘 中央大学教授 ○ 

委員 秋山 正子 
株式会社ケアーズ 代表取締役 
白十字訪問看護ステーション統括所長 

○ 

委員 井上 由起子 日本社会事業大学専門職大学院教授  

委員 琴寄 陽子 公募委員  

委員 筒井 孝子 兵庫県立大学大学院教授  

委員 中村 真佐子 公募委員  

委員 山田 広行 公募委員  

委員 和気 純子 首都大学東京教授 ○ 

臨時委員 粟田 主一 
地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研
究所 研究部長 

○ 

臨時委員 久留 善武 一般社団法人シルバーサービス振興会 事務局長 ○ 

臨時委員 駒村 康平 慶應義塾大学教授 ○ 

臨時委員 髙橋 紘士 東京通信大学教授 ○ 

臨時委員 藤原 佳典 
地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研
究所 研究部長 

○ 

臨時委員 松田 京子 社会福祉法人東京都社会福祉協議会 福祉部長 ○ 

臨時委員 室田 信一 首都大学東京准教授 ○ 

オブサーバー 
（委員長） 

平岡 公一 お茶の水女子大学教授  

オブサーバー 
（副委員長） 

栃本 一三郎 上智大学教授  

※選任区分ごとに五十音順 

 


